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抵当権の設定された不動産を購入した買主
が、購入した不動産が競落により第三者の所
有に帰したため、売主に対し売買契約の解除、
手付金の返還、及び約定違約金の支払を求め
た事案において、売主の履行不能による契約
解除、さらに手付金の返還及び約定違約金等
の買主の請求を認めた事例（東京地裁 平成
25年２月14日判決 ウエストロー・ジャパン）

1 　事案の概要

平成９年11月７日、売主Ｙ（被告）は、売
買により区分所有建物（マンションの１室。
以下「本件不動産」という。）の所有権を取
得したが、抵当権者をＡ（訴外）、債務者を
Ｙとして、極度額4100万円とする根抵当権が
設定された。平成19年８月31日、買主Ｘ（原
告）は、Ｙと本件不動産の売買契約を締結し、
手付金330万円を支払った。
平成19年11月６日、本件不動産は、抵当権

の被担保債務に係るＹの債務不履行のため、
Ａの申立てにより、競売手続が開始された。
決済予定日である平成19年11月30日を経過

し、Ｘ及びＹは、本件不動産につき、残代金
の支払、引渡し、所有権移転登記手続をいず
れもすることなく、平成20年８月18日、本件
不動産は、競落により第三者に所有権移転登
記がされた。
Ｘは、Ｙに対し訴訟を提起すると共に、平

成23年10月６日に本件訴状の送達をもって、
Ｙの責めに帰すべき履行不能を理由に本件売
買契約を解除する旨の意思表示をした。

Ｙは、「Ｘ及びＹは、売買契約の際、その売
買代金により被担保債権を弁済して抵当権の
抹消をする合意したが、Ｘは、平成19年11月
30日、支払能力を欠き売買残代金を支払わず、
Ｘは債務不履行の状態となった」と主張した。
これに対してＸは、「Ｘ及びＹは、売買契

約の際に、Ｙが平成19年11月30日までにＡと
交渉して抵当権を抹消し、Ｘが抹消後にＹに
残代金を支払うと合意したが、Ｙは、抵当権
を抹消することなく同日を徒過した。Ｘは、
同日に残代金を決済する資力はあった」と主
張した。
また、合意解除の成否について、Ｙは、「媒
介業者の代表取締役Ｂ（訴外）は、売買契約
の残代金の支払につき、Ｙ（ＹはＢの姉）の
要求を受けてＸの代理人Ｃ（訴外）と再三交
渉し、平成20年６月頃、Ｃに対し、Ｘが残代
金を決済すること、残代金を決済しないまま
に競売手続で売却が実施された場合には、売
買契約を解除する旨申し向け、Ｃがこれに同
意し、Ｘからもこれに異存は表明されなかっ
た。その頃、ＹからＸに対して、Ｘの債務不
履行に基づいて売買契約を解除する旨が表示
され、Ｘもこれを承諾した。この合意解除に
伴って、Ｘが支払った手付金は、違約金とし
てＹが取得した」と主張した。　
これに対してＸは、「Ｃに対し、売買契約

の代理権を付与したことはなく、Ｙの主張す
るＣとの間における売買契約の解除の合意は
存在しないし、Ｘがそのような合意を承諾し
たこともない」と主張した。

最近の判例から ⑷－売主の債務不履行責任－

売主の履行不能による買主からの契約解除と違約金
請求が認容された事例

（東京地判 平25・2・14 ウエストロー・ジャパン）　生田目 裕
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2 　判決の要旨

裁判所は、次のとおり判示し、買主Ｘの請
求を認容した。
売買契約に「Ｙは、本件不動産の所有権等
移転の時期迄に、抵当権等の担保権及び賃借
権等の用益権その他Ｘの権利行使を阻害する
一切の負担を消除する」とあり、Ｙにおいて、
残代金の決済日である平成19年11月30日迄に
抵当権の被担保債権等を弁済してこれを抹消
することが合意されていたと認められる。
これによれば、Ｙは、Ａとの交渉により、
上記決済日迄に抵当権の抹消登記手続を了す
るか、又は少なくとも残代金の受領と同時に
抵当権の抹消登記手続ができる状態にしてお
く必要があったが、Ｂは、「Ｙの抵当権者に
対する延滞額がいくらであるか調査しておら
ず、決済日における段取りも付けていなかっ
た」と証言しており、Ｙにおいて、上記決済
日迄に抵当権を抹消し、又は上記決済日にそ
の抹消ができる状態を生じさせた事実は認め
られない。
これに対してＹは、売買残代金が抵当権の
抹消よりも先に履行される合意がされた旨主
張するが、その証拠は見当たらない上、Ｘが、
所有権の移転登記を受けないまま残代金を先
履行するといった不公平な合意をする意思が
あったとは考えられない。
残代金決済日迄に、売買契約上のＹの債務
について適法な履行の提供がされたといえな
いから、Ｘが同日に残代金を支払わなかった
ことを違法な債務不履行ということはできない。
また、Ｂは、売買契約に関し、ＣがＸから
代理権を付与されていた旨証言するがＢの証
言は裏付けがない。加えてＢは、平成20年の
夏頃、Ｃに対し残代金の履行を催促したが、
支払がなかったので、Ｃとの間で、手付金は
違約ということでＹが取得すると合意した旨

証言するが、その的確な裏付け証拠がない上、
契約書上買主Ｘに対し、全く催告も連絡もせ
ずに合意解除した事等の点で不自然であり、
売買契約の合意解除をいうＹの主張も採用で
きない。
以上、売買契約は、Ｘ、Ｙとも、履行期を

徒過して相互に同時履行の抗弁権を有する状
態にあったところ、Ｙが、抵当権の被担保債
権に係る債務を履行せず、競落により本件不
動産の所有権を失い、Ｙの責めに帰すべき履
行不能を生じさせた。
したがって、売買契約につき、Ｙの責めに

帰すべき履行不能を理由とするＸによる解除
は有効であり、その解除の結果、Ｙは、Ｘに
対し、受領した手付金330万円を返還すると
共に、売買契約の違約金条項に基づく約定違
約金330万円を支払う義務が生じたというべ
きである。

3 　まとめ

本件では、当初から登記された根抵当権の
極度額を大幅に下回る売買価格が設定されて
おり、当事者双方がそのリスクを認識して対
応していれば、紛争を回避できた可能性があ
ったと考えられ、紛争防止の観点から抵当権
付の不動産取引の基本的な注意点を示した事
例として実務上の参考となる。
なお、抵当権付取引で、媒介業者の責任が

争われた東京地裁S61.７.30判決（判例タイム
ズ641号146頁）では、媒介業者には、委託の
本旨に従い、善良な管理者の注意義務をもっ
て、誠実に仲介業務を処理すべき義務がある
ところ、一見して履行を困難ならしめるよう
な事情が現れている場合は格別、そのような
ことが窺われない場合に、進んで契約当事者
が契約を履行できるか否かまで調査すべき義
務はないとしている。併せて参考とされたい。
 （調査研究部調査役）


